
中学校部活動地域展開（移行）
の現状と今後への備え

2025.11.２ 将来構想剣道人口検討部会 櫻井裕介
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中学校の部活動地域展開（移行）
に関する

行政（国・神奈川県）の方針
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「地域スポーツ・文化芸術創
造と部活動改革に関する実行
会議」（スポーツ庁・文化庁
有識者会議）
最終取りまとめ
（令和7年5月16日）
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「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」（ス
ポーツ庁・文化庁有識者会議）最終取りまとめ（令和7年5月16日）

① 地域クラブ活動認定制度の構築
② 地方公共団体への財政支援
③ 相談窓口の設置やアドバイザーの派遣など地方公共団体へのサポート
④ 本最終報告内容の周知・広報
に取り組み、部活動地域展開の全国的な実施を推進（文科省・スポーツ庁・文化庁）

「改革推進期間」（令和５年度〜令和７年度）
「改革実行期間」（前期：令和８〜１０年度➡中間評価➡後期：令和１１〜１３年度
• 休日については、令和８年度〜１０年度内に、原則、全ての部活動の地域展開を目指す。
• 平日については、更なる改革を推進。国は地方公共団体が実現可能な活動の在り方を検
証、地方公共団体においては、地域の実情に応じた取組を実施。

文部科学大臣宛答申
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「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針」（令和5年10月）より抜粋
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県は「情報連絡会」を設置
し、先行事例や状況を共有

まずは休日の部活動
を地域に移行

市町村は「協議会」を設置し、連携
体制構築・役割整備・取組推進



「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針（抜粋）」（令和5年10月）
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「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針（抜粋）」（令和5年10月）
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「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針（抜粋）」（令和5年10月）



「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針（抜粋）」（令和5年10月）
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「公立中学校における部活動地域移行に係る神奈川県の方針（抜粋）」（令和5年10月）



中学校の部活動地域展開（移行）
に関する
他県の状況
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神戸市のケース

神戸市教育委員会
主導で

2026年8月で
全ての部活動
廃止を決定

廃止前の
神戸市の剣道部
男子24校
女子17校

（2024/12末）

受け皿として
手が上がった
剣道の団体は
僅か8団体

→1/3に減少！
（2025/3末）
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埼玉県川口市のケース

期限を決めて一斉に週末の部活動を廃止

川口市剣道連盟が地域クラブ活動のモデルに参加
但し、活動日は月に1回
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長野県のケース

長野県の
少子化問題は

神奈川の比ではない

単独の中学校では
チームが組めない
指導者がいない
などで

部が存続できない

「夢想塾」
旧松代中剣道部員
が母体となり
2024/4に登録

2024年・2025年度
全中出場

2024年県総体に
11チーム出場
(56チーム中）

長野県教育委員会
長野市教育委員会

主導で
2027/3末迄に

休日のクラブ活動を
完全移行する計画で
多様な形での
地域クラブ発足
を促進

待った
なしの
状況
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神奈川県の中学校剣道部の現状
（神奈川県中学校体育連盟資料より）
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神奈川県公立中学校男子剣道部設置校数
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新型コロナウイルスをきっかけに神奈川県の公立中学校の剣道部設置校数も設置率
も減少
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神奈川県公立中学校男子剣道部設置校数（地域別）
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横須賀

横浜地区は母集団が多い
影響もあり中学校部活動
は減少傾向
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神奈川県公立中学校男子剣道部設置校数（地域別）
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県西
県西（小田原、南足柄、
中井、大井、松田、箱
根、湯河原方面）は中学
校剣道部の減少が顕著
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中体連剣道部顧問の先生へのアンケート調査
18

（１）部活動の現在の状況
• 剣道部がある中学校・ない中学校ってどれくらい？
• 中学校から剣道を始める子ってどれくらいいるの？
• 中学校の剣道部員って何人いるの？１校あたりの部員数は？
• 部活動の指導をされている顧問の先生ってどんな状況？
• 外部指導員・部活動指導員ってどれくらい活用されてるの？
• 部活動の現場って今どういう状況？
• 部活動の状況って地域によってかなりの差があるの？
（２）部活動がなくなった場合の剣道界への影響

• 中学校から部活動がなくなったら剣道人口にどんな影響が出
るの？

問題意識



【中体連剣道部顧問の先生へのアンケート調査】
調査方法：
神奈川県中体連剣道専門部長より
神奈川県中体連剣道専門部各ブロック長を通じて
神奈川県内の全ての公立私立中学校剣道部顧問に依頼
➡Googleフォームにて回答
調査期間：令和7年9月1日〜9月26日
有効回答数：164校（回答率66%）
剣道部設置校数：249校

19



剣道部のある中学校・高校/ない中学校・高校/支部傘下団体
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剣道部員の状況（県全体）
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中学初心者推計
2,900人

中学校剣道部員総数：3,896人
R7.7.1 神奈川県中校体連



剣道部の指導体制

• 中学校の剣道部顧問の先生方は８割が経験者（顧問になってから剣道を始めた方含む）
• 半数の学校が地域指導者（部活動指導員・外部指導員）を活用
• 地域指導者導入の経緯は、システム化されたフローに沿って外部指導員を導入したというより、顧問
や校長などの個人的・人的繋がりで導入したケースが殆ど
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剣道部顧問教員の状況

中学校の剣道部顧問の先生方は、
• ６割強が剣道部の顧問の役割にやりがい⇄４割弱が苦痛や負担感
• ９割の先生方が通常業務と部活動指導を両立するために相応の時間外勤務を強いられている
• ４割の先生方が部活動指導がかなりの業務負担になっている



剣道部顧問教員の指導意向

中学校の剣道部の顧問の先生方の
• ６-７割が休日・平日ともに今後も剣道部
の指導をしたいと考えている

一方で、
• ４割が週末は出来れば指導したくない
• ３割が平日も出来れば指導したくない
地域クラブ移行後は
• ４割が指導したい、６割が指導したくない
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剣道部の現在の活動状況・今後の方向性（県全体）
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剣道部部活動縮小方針の理由（県全体）

前項グラフ「今後の部活動の方向性」
• 今後合同部活動を検討
• 今後の部活動継続は流動的
• 廃部を含めて検討
の理由

①部員数の減少が６割
②顧問の成り手不足が２割
2つで８割

①少子化
②働き方改革
の流れ
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剣道部の今後の部活動の方向（県全体）

• 中学校剣道部の顧問の先生は、部活動が果たす教育
的意義を感じ部活動を存続させるべきと考えている

• 一方、少子化や働き方改革の流れも不可避であり、
部活動地域展開という大きな方向性に半分は理解

• 但し「平日は中学校の部活動＋週末は地域クラブ」
という形態には反対
➡指導の一貫性が確保できないことを懸念
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地域毎の状況の違い
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剣道部の現在の活動状況（横浜・川崎・湘南・相模原）
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剣道部の現在の活動状況（県央・県西・中・横須賀）
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剣道部の今後の部活動の方向性（横浜・川崎・湘南・相模原）
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剣道部の今後の部活動の方向 （県央・県西・中・横須賀）

32



今後も中学校で部活動を継続すべきか（横浜・川崎・湘南・相模原）
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今後も中学校で部活動を継続すべきか（県央・県西・中・横須賀）
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中学校の部活動は全て地域に移行すべき（横浜・川崎・湘南・相模原）
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中学校の部活動は全て地域に移行すべき（県央・県西・中・横須賀）
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（参考）他県でのより幅広いアンケート調査
〜埼玉県川口市のケース〜
対象：中学生・保護者・教員
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埼玉県川口市のケース（中学生に対するアンケート調査：有効回答5,520名）

あなたは、休日の部活動が地域クラブ活動へ移行した場合、地域クラブ活動
に入りますか。

あなたは、部活動に所属していますか。
あなたは現在、学校外で地域クラブ活動等(部活動以外のスポーツ・
文化的活動の習い事)に所属していますか。

休日の部活動が廃止された場合、
わざわざ地域クラブの活動に
参加する子は限られる

家でゴロゴロ？
友だちとプラプラ？

塾通い？
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埼玉県川口市のケース（保護者に対するアンケート調査：有効回答3,987名）

休日の活動が地域クラブ活動となった場合、最も不安だと思うことは
何ですか。

部活動が平日のみの活動となった場合、休日の地域クラブ活動等に
参加させたいと思いますか。

地域クラブ活動に通うとしたら、どのくらいの時間をかけて通うこ
とができますか。

① 15分以内で自力で通える地域クラ
ブ→極めて限られる

② 学校の先生＝公務員＝信用できる
→地域クラブの指導者
→どんな人？信用できる？
→不安
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埼玉県川口市のケース（教職員に対するアンケート調査：有効回答474名）
休日の部活動は教職員の勤務時間外の活動です。あなたは今後も休日の
部活動指導をしたいと考えますか。

あなたは、川口市で地域クラブ活動の指導員として兼職・兼業(報酬発
生)を希望しますか。

休日の部活動指導が教職員の負
担になっている

休日の部活動が地域クラブに移
行した場合、地域クラブで指導
を続ける教職員は限られる

指導者の母集団は明らかに減る
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各支部剣道連盟及び連盟加盟全団体へのアンケート調査
41

（１）小学生剣士の実態調査
• 神奈川県内で小学6年生の剣士ってどれくらいいるの？
（２）中学進学後の剣道継続状況
• 小学6年生は中学校に進学してどれくらい剣道継続してるの？
• 中学校に剣道部がないことで剣道から離れる子は例年どのくらいい
るの？

（３）部活動地域展開後の受け皿ポテンシャルの把握

• 今後部活動が地域移行するとした場合、地域が受け皿となるポテン
シャルは？

問題意識



【支部剣道連盟へのアンケート調査】
調査方法：
神奈川県剣道連盟より
各支部剣道連盟宛に一斉メール送信
➡Excelシートにて回答
調査期間：令和7年9月1日〜9月26日
有効回答数：神奈川県剣道連盟全支部＋加盟団体333団体
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剣道部のある中学校ない中学校、同高校、支部傘下団体数
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剣道部のある中学校ない中学校、同高校（地区別）



小学６年生の
剣道人口
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実際には中学3年間続ける子は
非常に少ない模様



小学６年生の中学校進学後の剣道継続状況

神奈川県の小学６年生剣士は５００名強➡半分強が中学校進学後に剣道部に入部して剣道を継続
２割が中学進学に伴い剣道から離れ、
２割が剣道部に入らずに道場・剣友会で剣道を継続 BUT！実際には中学３年間続ける子は限られる模様
➡半分弱が小学校から中学校に進学するタイミングで剣道から離れている可能性

実際には中学3年間続ける子は
非常に少ない模様
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小学６年生が中学校進学後に剣道から離れた理由

中学進学に伴い剣道から離れた要因の半分は「剣道部に入りたかったが入らなかった」
• 進学した中学校に剣道部がなかったか：73%
• 部員数が少なくチームが組めなかった：13%
• 指導者不在：14%
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小学６年生が道場・剣友会で剣道を続けられなかった理由

道場・剣友会で剣道を続けたかったが続
けられなかった最大の理由は、
「塾と時間が被るため」

平日の部活動が地域に移行した場合、
剣道から離れてしまう子が増えると懸念
される最大の要因

48



地域部活動の運営を支部剣道連盟で担えるか

Q：今後、週末の部活動が地域展開（移行）する場合、中学
校の施設を利用して、支部剣道連盟が主体となって地域ク
ラブを運営することは出来るか

Q：今後、平日の部活動が地域展開（移行）する場合、中
学校の施設を利用して、支部剣道連盟が主体となって地
域クラブを運営することは出来るか

頻度や時間帯等は別として、週末・平日ともに、支部剣道連盟が主体となって、何らかの形で部活動の地域展
開（移行）の受け皿として地域クラブを設立・運営する必要性を感じている支部が６割
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週末の部活動の受け皿として手を挙げるか、週末の地域クラブを新設する意思

頻度・時間帯・場所等は別として、週末の部活動地域展開（移行）の受け皿として、
• 既存の団体が地域クラブとして手を挙げる意思のある団体→半分強
• 新たに地域クラブを設立し運営と指導を行う意思のある団体→２割弱
• 新たな地域クラブの運営を市区町村等でやってもらえれば指導を行う意思のある団体→３割
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平日の部活動の受け皿として手を挙げるか、平日の地域クラブを新設する意思

頻度・時間帯・場所等は別として、平日の部活動地域展開（移行）の受け皿として、
• 既存の団体が夜の時間帯に活動する地域クラブとして手を挙げる意思のある団体→半分強
• 部活動の時間帯に活動できる団体はごく僅か
• 新たに地域クラブを設立し運営と指導を行う意思のある団体→２割
• 新たな地域クラブの運営を市区町村等でやってもらえれば指導を行う意思のある団体→３割
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部活動地域展開（移行）の今後の方向性



53

全剣連の部活動地域
展開（移行）
に関する方針



今後の部活動地域展開（移行）の方向性

【現状】

① 今回のアンケート結果から、横浜市や川崎市などでは、少子化や働き方改
革の影響はあるものの剣道部の部活動はある程度維持出来ており、今後も
出来る限り部活動を維持していくことが剣道人口対策上、最も有効

② 一方、県央・県西・中地区など少子化で剣道部が維持できなくなっている
地域などでは剣道人口対策上、受け皿の検討が必要か？

【神奈川県剣道連盟の役割】
（１）既存の部活動を今後も維持・継続させていくための方策
（２）少子化が進む地域での「剣道を始めたい」「剣道を続けたい」新中1生
の部活動の受け皿検討
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今後の方向性（１）

部活動の維持・存続
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今後の方向性（１）部活動の維持・存続

既存の地域団体がそ
のまま部活動の受け
皿になるのは難しい

部活動をできる限
り維持・存続させ
ていくことが

剣道人口維持には
最も有効

【部活動存続の方策】
① 学校統廃合→生徒数・教職員数確保
② 地域部活動・合同部活動
③ 部活動指導員の効果的運営→剣道連
盟と教育委員会・中体連の連携強化

P57〜59
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部活動存続の方策①：学校統廃合

A中学校

B中学校 C中学校

D中学校

新規中学校

生徒数が極端に減少し部活動を存続できな
くなった学校を統廃合

通学距離がネックとなり全く進まない

生徒数が大幅に減少している地域でも
行政主導で学校統廃合を進めるような

動きは今のところなし



部活動存続の方策②：地域部活動・合同部活動

既存の部活動を基礎とした受け皿

A中学校

B中学校 C中学校

D中学校

「地域部活動（仮称）」

• 近隣の複数の中学校の部活動を統合し、「地域
部活動」「合同部活動」を推進

• 活動場所は各中学校で輪番
• 指導は学校教員中心に輪番等で負担軽減
• 地域指導員も加わり教員の負担を軽減

横須賀等では既に実績
➡参考に推進
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部活動存続の方策③：部活動指導員の積極活用（今後）

部活動の現場の実情をよく知る
中体連で一元的に管理し
マッチング運営してはどうか

【今後】

現場での
指導者不足
情報

部活動指導
の担い手
情報

【現在】

【従来】

長らく部活が活発な中学校には指導力
や指導実績のある顧問教員が校長同士
の裁量で異動に融通

教職員の異動は教育委員会マターとな
り、歴史ある剣道強豪校の顧問が突然
未経験者となるケースも

• 部活動指導員・外部指導員の採用は
現状は個人ベース

• 部活動指導員・外部指導員の採用判
断や指導者不足による部活動廃止の
判断は現場の学校長の裁量
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今後の方向性（２）

新たな受け皿（新スキーム）の検討
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今後の方向性（２）：新たな受け皿の検討

一方で、部活動が既に消滅
している地域も

受け皿の検討
① 中学校初心者の受け皿
② 小学生剣士の受け皿

【新たな受け皿の検討】
ポイントは「地域と学校の連携」

① 「放課後地域クラブ」として学校が
積極的に地域クラブの入会や募集を
行う

② 学校の教職員が指導者に加わり「学
校の課外活動」的イメージを醸成

P62〜66
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既存の団体（道場・剣友会）は部活の受け皿となりうるか

• アクセス：活動場所が通学区外だと自力で通えない場合も（授業が
終わってそのまま始められるのが部活の最大の魅力）

• 活動時間：夜は塾通いの子が多い
• 人数：単独でチームが組める団体は少ない（特に女子は殆どない）
• キッカケ：「学校で友だちが欲しくて部活に入る」→期待出来ない

• 部活動と同じ時間帯（15時〜18時）に指導できる指導者がいる団体
➡17〜18団体/333団体中（約6%）

• 夜の活動時間（19時以降）なら何とか指導できる団体➡約50%
• 既存団体でなら受入可能➡60%
• 新たに地域クラブを立ち上げて運営も指導も可能➡20%

【課題①：指導者】

【課題③：参加者】

• 学校の体育館や剣道場は夜の時間は学校開放で既に埋まっている
➡夜の時間帯で新たな場所を確保するのは至難

【課題②：活動場所】 既存の団体がそのまま
の形で部活の受け皿と
なるのは難しい
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新たな受け皿の検討：「地域剣道クラブ」（指導者）

【課題①：指導者】

部活動を積極的に指導する意思とスキルが
ある中学校の教職員は一定数存在

① 意欲ある中学校教職員（学校教
員が運営に入ることで信用力も
上がる）

② 指導余力のある地域指導者
③ 保護者

が「地域剣道クラブ（仮称）」を
共同運営

人事異動があっても教職員の指導力・指導
意欲が活かせる受け皿が必要

剣道部がなかったり不活発な中学校に突然
異動するケースも頻発
→指導力・指導意欲を活かしきれていない

But!



64

新たな受け皿の検討：「地域剣道クラブ」（参加者）

部活動と地域クラブ

【課題②：参加者】

【学校の延長か全くの別モノか】
① 学校で友だちが欲しい
② 入会や募集の情報

→待っていても入ってくるか、自ら取
りに行かないと始まらないか

③ 入らなくても何も問題ないか「中学生
になったら部活に所属」という暗黙の
了解があるか

活動時間・アクセス・費用など
色々あるが、

その最大の違いは？

学校が積極的に入会の募集活動を行うなど
教育委員会・学校のコミットが必須
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新たな受け皿の検討：「地域剣道クラブ」（運営主体）

【課題③：運営主体】

運営主体は？
「地域」？学校？

「地域」といった運営主体は
存在しない

→「地域」とは実質的に指導者個人

① 既存団体含めた地域指導者（個人）
② 学校教職員（個人）
③ 地区剣道連盟
が主体となるしかない

一度手放した（手放そうとしている）
部活動を

学校が再度積極的に担うことはない


